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はじめに 

 

   平成２３年３月に発生した東日本大震災では、「超」広域で被害が発生し、発生直後から多

数の応援部隊〔広域緊急援助隊（警察）、緊急消防援助隊、自衛隊〕が全国から被災地に集結

した。岩手県の内陸と沿岸の中間地にある遠野市では、早くから宮城県沖地震を見据えた後方

支援拠点整備構想を掲げ、大規模な訓練を重ねていたため、地震発生直後から自衛隊などの応

援部隊が同市の遠野運動公園に集結し、迅速な応援活動を展開するなど、同市は沿岸被災地の

後方支援拠点として重要な役割を果たした。 

  一方、平成７年に発生した阪神・淡路大震災では、神戸市災害対策本部に２ヶ月あまりの間

で約４３万個の小包（支援物資）が届けられ、輸送拠点と倉庫だけで最大 22,400 平方メート

ル分の建物を確保しなければならなかった。また、平成１６年の新潟県中越地震でも、県の保

管施設の準備がなかったため、支援物資が一時的に集積された新潟空港に滞留し、円滑な配分

が１週間程度行われなかった。 

  さらに、平成２８年熊本地震では、災害応急活動で地方公共団体からの要請を待たず迅速に

支援物資を被災地に届ける支援として、国による「プッシュ型」による物資の支援が初めて本

格的に実施されたが、県の物資集積拠点が被災により使用不能となったこと、物資の仕分けや

管理ノウハウの欠如、人員不足により、発災当初、物資拠点に物資が滞留したことから、「物

資拠点から避難所まで」の輸送が機能せず、被災者に支援物資が十分に行き渡らなかった。 

このため、本県においても、「川上である国から川下である避難所まで」支援物資が迅速か

つ的確に供給されるよう物資集積拠点に対し必要な対策を講じるとともに、被災市町村の支

援を行うことが求められている。 

  本計画は、これらの教訓を踏まえ、岐阜県に大規模災害が発生した場合に想定される県外か

らの応援部隊や支援物資の受け入れ体制について、岐阜県が県外からの応援を受け入れる（以

下「受援」という。）場合の基本的ルールを定めたものである。 

  なお、南海トラフ地震等の発生も危惧されることから、岐阜県が被災した都道府県に応援を

行う（以下「支援」という。）場合についても、本計画を参考に実施するものとする。 
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Ⅰ 基本的な事項 

  

 １ 基本的な考え方 
 

 （１）本計画は、大規模災害発生時に、国や他の地方公共団体及び防災関係機関から速やかに

応援を受け入れ、効率的・効果的な災害応急対策を実施するために策定し、被害の状況や

被災地のニーズに応じて適切に対応する。 

なお、本計画は、岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定調査 （平成２５年２月公表）

及び平成３０年度岐阜県内陸直下地震等被害想定調査（平成３１年２月公表）の結果に基

づく各災害の被害を前提に計画の策定を行う。 

 

（２）本計画は、平成３０年３月２３日から適用する。 

 

 （３）本計画は、実動訓練・図上訓練等を通じた検証や、国・県・市町村及び防災関係機関    

の防災計画等の修正や防災体制の変更に応じて、定期的に見直しを行う。 

  

 

 ２ 受援の基本的業務 
 

   市町村災害対策本部（以下「市町村本部」という。）は、効率的・効果的な応援を受ける

ために、被害状況、災害応急活動の状況及び充足状況を把握し、県災害対策本部支部（以下

「県支部」という。）を通して、県災害対策本部（以下「県本部」という。）に速やかに報

告する。 

   県本部は、防災関係機関と連携し、災害応急活動を行うとともに、把握した被害情報及び

市町村の要請等に基づいて広域受援の調整を行う。 

 

 

 ３ 調整会議 
 

 （１）救助活動は、県内の市町村、県警察本部及び防災関係機関に加え、警察庁、防衛省、消

防庁等多数の機関が合同で実施することから、相互に連携・調整することが必要である。

そのため、県本部（指揮総括チーム）は、広域的な応援を円滑に受け、かつ、災害応急対

策を効果的に実施するため、必要に応じ国の現地対策本部と調整会議を行う。 

 

 （２）調整会議の具体的な内容は、以下のとおりである。 

   ア 名称  国・県合同連絡調整会議 

   イ 主催  県本部 

     ウ 主な調整事項 

     ・応援部隊の県内における配置調整、増援等 

         ・食料、飲料水及び生活必需品等（以下「物資」という。）に係る輸送の調整、追加

調達等 

     ・医療活動に係る広域搬送の調整、医療チーム増援等 

          ・ヘリコプターの運用に関すること（サイレントタイムの調整含む。） 
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     ・その他、必要となる国への要請事項 

   エ 会議構成機関 

     ・国の現地対策本部（警察庁、防衛省、消防庁を含む。） 

     ・県本部 

 

 

 ４ 受援に必要な拠点等の指定 
 

  県及び市町村は、広域緊急援助隊、緊急消防援助隊、自衛隊の応援部隊等の救助・消火活動

等の応急活動や支援物資の受入れ、集積及び配分等に必要となる拠点を以下のとおり、指定す

る。 

災害時には、被災市町村があらかじめ指定した「活動拠点候補地」及び「地域内輸送拠点」

を活用することを原則とし、応援部隊の配置、支援物資の配分計画、ライフライン事業者の復

旧活動等に応じた拠点を定め、受援体制を整備する。 

 

 （１）県広域防災拠点 

県は、以下のア～ウの機能（全部又は一部）を有する拠点を、県広域防災拠点として指

定する。 

指定にあたっては、県有施設を優先することとする。ただし、大規模災害時には、施設

の被災が想定されることから、市町村有施設等も含めて指定できるものとし、県の広域受

援体制及び広域支援の強化を図る。 

市町村有施設等を県広域防災拠点に指定するにあたっては、以下のとおり、活用方法等

について協定をあらかじめ締結することとする。 

・協定の趣旨及び目的 

・活用施設（活用可能スペースの決定） 

・拠点の開設及び管理運営方法 

・開設期間 

・開設通知書等の様式 等 

 

なお、災害時に活用する拠点の機能は、県本部（受援対策チーム、食料物資チーム、医

療救護チーム）が相互に調整の上決定するものとし、原則として、１つの施設に備える機

能は１つとする。 

 

・県広域防災拠点 ： １８カ所【資料編１】 

 

ア 活動拠点 

応援部隊が救助・消火活動、ライフライン事業者が復旧活動等を実施する拠点。 

施設数：１６施設 

 

イ 広域物資輸送拠点（一次物資拠点） 

県が国の調整によって供給される物資等を受入れ、 原則として、これを各市町村が

設置する地域内輸送拠点に向けて物資を輸送する拠点。 

施設数：９施設 
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  ウ 広域医療搬送等拠点 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の一時待機や傷病者の県内外への搬送を実施し、 

ＳＣＵ拠点の機能を補完しながら、広域における医療搬送を実施する拠点。 

施設数：１２施設 

※ＳＣＵ：航空搬送拠点臨時医療施設 

※ＳＣＵ拠点：航空自衛隊岐阜基地（各務原市）、高山自動車短期大学（高山市） 

   

（２）活動拠点候補地 

市町村は、応援部隊が救助・消火活動、ライフライン事業者が復旧活動等を実施する拠

点を、活動拠点候補地として指定する。 

 

・活動拠点候補地 ：２４０カ所【資料編２】 

  

 （３）地域内輸送拠点（二次物資拠点） 

   市町村は、県から輸送される支援物資の集積や仕分け、保管を行い、避難所のニーズに

応じて物資の輸送を実施する拠点を、地域内輸送拠点として指定する。 

 

・地域内輸送拠点（二次物資拠点） ：１３２カ所【資料編３】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※広域物資輸送拠点が使用困難な場合の対応 

県は、指定した広域物資輸送拠点が被災し、拠点の開設が困難になる場合には、

民間物流事業者のトラックターミナルや営業倉庫等の被災状況を把握し、県の広

域物資輸送拠点を補完する施設として、活用を調整する。 

さらに、県内の民間物流事業者の施設も被災し、県内での拠点の開設が不可能

な場合には、県外の施設を本県の広域物資輸送拠点とする場合がある。 

県は、民間物流事業者及び県外施設との調整にあたり、国土交通省中部運輸局

（以下「中部運輸局」という。）から支援を受けることとする。 

 県は、発災前から民間物流事業者の施設について、候補地の選定、連絡先情報   

を把握する等、発災時に円滑な対応が可能となるよう備えることとする。 

 

※地域内輸送拠点が使用困難な場合の対応  

市町村本部は、あらかじめ指定した「地域内輸送拠点」の開設が困難な場合や、

拠点が不足する場合には、県本部に対して、代替拠点の開設を要請する。 

県本部（受援対策チーム、食料物資チーム）は、市町村本部と調整し、広域物

資輸送拠点の機能を有する県広域防災拠点の併用を図るものとする。 
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 ５ 経費負担 
 

救助活動等に係る経費については、災害救助法、災害対策基本法等の関係法令に基づい

て、国、県、市町村及び防災関係機関が負担する。 

 

 

 ６ その他 
 

 （１）中部９県１市等への応援要請（中部９県１市、全国知事会との応援協定） 

県本部（指揮総括チーム）は、応援の内容が重複しないよう、原則として中部９県１市

との協定「災害時等の応援に関する協定」に基づき、幹事県の調整により決定した主たる

応援県市へ要請し、又これにより十分な救援等の対策が実施できない場合は、全国都道府

県との協定「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に基づき、幹事県を

通して全国知事会に要請するものとする。さらにこれにより対応できない「超」広域災害

の発生の場合など、大規模災害発生時において国による広域応援を要請するものとする。 

 

 （２）特定の大規模地震における具体的な活動内容に係る計画 

ア 南海トラフ地震 

  南海トラフ地震については、「大規模地震・津波災害応急対策対処方針」（平成２９

年１２月２１日中央防災会議幹事会決定）及び「南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画」（平成２９年６月２３日改定 中央防災会議幹事会。以下「南

海トラフ具体計画」という。）による。 

  なお、本計画において、国や県外からの援助等は、国の南海トラフ具体計画を前提に

計画の策定を行う。 

 

イ 東海地震【資料編５】 

東海地震については、「東海地震応急対策活動要領」（中央防災会議、平成１８年４

月修正）及び『「東海地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画」』

(平成１８年４月２１日修正、中央防災会議幹事会申し合わせ)による。 

 

      ウ 東南海・南海地震【資料編６】 

東南海・南海地震については、「大規模地震・津波災害応急対策対処方針」（平成２

９年１２月２１日中央防災会議幹事会決定）及び『「東南海・南海地震応急対策活動要

領」に基づく具体的な活動内容に係る計画』（平成１９年３月２０日策定、中央防災会

議幹事会申し合わせ）による。 

 

 （３）医療救護に関する医療チームの広域受援体制 

大規模災害時における医療救護に関する医療チームの広域受援体制については、「岐阜

県地震災害等医療救護計画」（岐阜県：平成２３年１０月作成）による。 

 

  （４）臨時離着陸場の開設等 

 本計画における県の防災拠点離着陸場、市町村の防災離着陸場（以下「臨時離着陸場」

という。）の開設等については、次による。 

 防災ヘリコプターの運航に関する事項は、「岐阜県防災ヘリコプター運航管理要綱」ほ

か関連規程等による。 
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   ア 臨時離着陸場の開設 

県本部（受援対策チーム、ヘリ統制チーム）及び市町村本部は、県外からの応援部隊

の救助活動や重傷患者の広域搬送活動に即応できるよう、原則として、防災航空隊があ

らかじめ指定した候補地の中から臨時離着陸場を開設する。 

 

   イ 臨時離着陸場の使用方法等 

   （ア）臨時離着陸場の要員等の確保 

県本部（受援対策チーム、ヘリ統制チーム）及び市町村本部は、臨時離着陸場の開

設にあたり、次の要員及び通信機器を確保する。 

     ・要    員:臨時離着陸場における安全確保要員及び通信連絡要員 

     ・通信機器:県本部及び市町村本部等と連絡を行うための通信機器(衛星携帯電話等) 

 

  ※離着陸場からの連絡用通信機器 

    ・ヘリコプターとの交信：航空無線、消防無線、防災無線 

    ・本部との交信    ：衛星携帯電話 

   

（イ）臨時離着陸場の運用の優先順位 

    県本部（受援対策チーム、ヘリ統制チーム）及び市町村本部は、臨時離着陸場を運

用する場合は、原則として、次により、使用の優先順位を調整する。 

 

 ・第一順位 県民の生命の安全を確保するために必要な輸送 

           （救助・救急活動、医療活動の従事者・医薬品等人命救助に要する 

        人員物資の輸送） 

 ・第二順位  災害の拡大防止のために必要な輸送 

       （消防活動等災害の拡大防止のための人員、物資の輸送） 

 ・第三順位 災害応急対策のために必要な輸送 

       （食料等生命の維持に必要な物資の輸送） 

 

   ウ 臨時離着陸場の応急復旧 

 県本部(受援対策チーム、ヘリ統制チーム)及び市町村本部は、地震発生時に、臨時離

着陸場の予定地が陥没、地割れ、障害物の堆積等により臨時離着陸場としての機能を損

ねた場合には、速やかに応急復旧を行い臨時離着陸場の機能を回復させる。 

 

   エ 県内で運航する緊急消防援助隊及び患者搬送用ヘリコプターの燃料の確保 

 県本部(受援対策チーム、ヘリ統制チーム)は、緊急消防援助隊及び患者搬送用ヘリコ

プターに必要な航空燃料を確保するものとし、不足する場合又は緊急やむをえない場

合には、県内に所在する航空自衛隊岐阜基地内の保有燃料の貸与を自衛隊に要請する。 

     さらに航空燃料が不足する場合には、国に調達を要請する。 

 

  （５）応援部隊の食料等について 

    県外からの応援部隊の食料等の確保については、応援部隊が飲料水、食料、寝袋等を自

ら携行し救助活動等を行うことを原則とする。 
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Ⅱ 広域緊急援助隊・緊急消防援助隊・自衛隊等の受援に関する計画 

 

 １ 要旨 
     市町村は、あらかじめ定めた活動拠点候補地から活動拠点を指定し、広域緊急援助隊、緊

急消防援助隊、自衛隊の応援部隊等を迅速かつ円滑に受け入れ、効率的かつ効果的な救助・

消火活動等の応急活動を実施する。 

 

  ○関係機関の主な業務イメージ 
 
 市町村本部（要請、拠点指定、部隊支援）・県現地対策本部  

 

 ① 緊急消防援助隊                                         ④ 活動拠点の決定 

 ② 自衛隊の派遣要請 県支部（現地情報把握、市町村支援）   （施設の点検後） 

 

⑤ 報告  

                                                      

 
県本部（広域調整） 

      

⑦現地誘導 

           ③県からの要請       ⑥情報提供・共有      ⑥情報提供 ⑧ 連絡員の設置 

 緊急消防援助隊（消防）  

 進出 

 

【活動拠点候補地】 

・市町村施設 

 【２４０カ所】 

・県施設 

（県広域防災拠点） 

  【１６カ所ほか】 

 

 

自衛隊（陸・空自衛隊） 

 

広域緊急援助隊（警察） 

  ※広域緊急援助隊の要請は県公安委員会が行う。  ※陸上ルート、航空ルートあり 

 ライフライン関係事業者  

                                                                    ⑨現場調整 

                                                                     救出・捜索 

                                                                     消火活動等 

 

 

     ※「進出拠点」：活動拠点を確保するまでの間などに、集合地点として設定する拠点。 

           選定については活動拠点等を参考とするが、必ず設定するわけでは             

なく、必要に応じて設定する。 

 

 

 

 

 

 

進 

出 

拠 

点 

被災地 
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 ２ 各機関の主な役割 
 

 （１）県本部 

   ア 県本部（受援対策チーム）は、県支部、市町村と連携し、応援部隊の受入れを行う。 

     イ 県本部（受援対策チーム）は、市町村の活動拠点の指定が時間を要する場合、被災     

地に至る中継地域に進出拠点を定める。 

   ウ 県本部（受援対策チーム）は、国の現地対策本部が設置された場合、国の現地対策     

本部に対して、県内の被害状況や、使用可能な進出及び活動拠点、緊急輸送ルート等     

の情報を伝達する。 

     エ 県本部（受援対策チーム）は、応援部隊との情報共有や業務上の調整を行う。 

 

 （２）県支部 

     ア 県支部は、県本部、市町村本部と連携し、応援部隊の受入れを行う。 

   イ 県支部は、県本部の指示に応じ、県広域防災拠点の受援体制を整える。 

     ウ  県支部は、応援部隊との情報共有や業務上の調整を行う。 

 

 （３）県警察 

   ア 県警察は交通規制を実施する。 

   イ 県警察は、警察庁等と連携を図り、広域緊急援助隊の受入れを行う。 

  

（４）市町村本部 

   ア 市町村本部は、県支部又は県本部に対して、被害状況等を報告し、必要に応じて、     

応援部隊（緊急消防援助隊、自衛隊）の派遣要請を県支部又は県本部（現地対策本部     

が設置された場合は、現地対策本部）に行う。 

    （被害状況等の報告は原則、被害情報集約システムにより行うが、システムが活用でき

ない場合又はその時間がない場合は口頭で県支部に報告を行い、県支部が代理入力

を行う。要請は、原則県本部に行うが、通信が途絶した場合などは県支部に行う。） 

     イ 市町村本部は、応援部隊の規模、活動内容等に応じて活動拠点を指定する。 

 ウ 市町村本部は、活動拠点において応援部隊の受入れを行うとともに、ショベルカー等

の救助資機材を確保し、応援部隊と連携し救助活動、消火活動等を行う。 

   エ 市町村本部は、被災状況と地域の消防団及び自主防災組織等地域の活動状況から、     

現場における応援部隊の役割・地域分担、重点活動地域等を決め、調整する。 

 

 （５）ライフライン関係事業者 

ライフライン関係事業者は、県・市町村と連携し、ライフラインの復旧作業を行う。 

 市町村本部は、事業者の規模、活動内容等に応じて活動拠点を指定する。 

ア 電気事業者 

イ ガス事業者 

ウ 通信事業者 
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 ３ 大規模災害発生直後の各省庁への要請等の手続 
 

   救助・救急関係省庁への要請等の手続きは次による。 

 

 （１）広域緊急援助隊（警察） 

    県公安委員会は、警察法第６０条第１項の規定に基づき、警察庁又は他の都道府県警    

察に対して、援助を要求する。 

 

（２）緊急消防援助隊 

    知事は、市町村長の応援要請の連絡等により、消防組織法第４４条第１項の規定に基づ

き、救助活動、消火活動を実施する部隊の応援を、消防庁長官に対して要請する。 

    緊急消防援助隊の応援を受ける場合の必要な事項は、「岐阜県緊急消防援助隊受援計

画」による。 

 

    ア 市町村長からの応援要請の依頼 

 大規模災害又は特殊災害が発生し、災害の状況並びに当該被災地の市町村及び県内

の消防力を考慮して大規模な消防の応援等が必要であると判断した場合は、知事に対

して、当該応援等が必要である旨を直ちに、電話等により連絡するものとし、次に掲げ

る事項が明らかになり次第、電話等により連絡するものとする。 

(ア) 災害の概況 

(イ) 出動を希望する区域及び活動内容 

(ウ) 緊急消防援助隊の活動のために必要な事項 

 

     災害の詳細な状況及び応援等に必要な隊の種別・規模等を把握した段階で、岐阜県緊

急消防援助隊受援計画の要請要綱別記【様式１－２】により、知事に対して速やかに緊

急消防援助隊の応援等要請の連絡を行うものとする。 

 

   イ 知事による応援の要請 

     知事は、災害の概況、出動を希望する区域及び活動内容、緊急消防援助隊の活動のた

めに必要な事項等を、消防庁長官に対し電話等により報告を行う。その後、詳細な災害

の状況及び応援等に必要な隊の種別・規模等に関する報告を、岐阜県緊急消防援助隊受

援計画の要請要綱別記【様式１－１】により、速やかに行う。 

 

   ウ 市町村長等への連絡 

      知事は、消防庁長官から応援決定の通知を受けたときは、応援要請のあった市町村

長及び代表消防機関の長に速やかに連絡する。 

 

 （３）自衛隊 

    知事は、市町村長の依頼を受け、自衛隊法第８３条第１項の規定に基づき、救助活動、    

消火活動等を実施する部隊の派遣を、陸上自衛隊第３５普通科連隊長を経由して同第   

１０師団長に対して要請する。 

 

   ア 市町村長の災害派遣要請の依頼 

      市町村長は、災害応急対策を円滑に実施するため、必要があるときは知事に対して、  

次の事項を明示した要請書により、自衛隊の派遣要請を行うよう依頼する。 
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      また、通信の途絶等により知事への依頼ができない場合は、その旨及び地域に関わ

る災害の状況を、陸上自衛隊第３５普通科連隊長を経由して、陸上自衛隊第１０師団長

に報告し、知事に対してもその旨を速やかに報告する。 

 

     （ア）災害の状況及び派遣を要請する理由 

   （イ）派遣を希望する期間 

   （ウ）派遣を希望する区域及び活動内容 

     （派遣を希望する活動内容） 

     ・車両、航空機等状況に適した手段による被害状況の把握 

     ・避難者の誘導、輸送等避難の援助 

     ・行方不明者、負傷者等が発生した場合の捜索援助 

     ・堤防、護岸等の決壊に対する水防活動 

     ・火災に対し、消防機関と協力しての消火活動 

     ・道路又は水路の確保 

     ・被災者に対する応急医療、救護及び防疫 

     ・救急患者、医師その他救助活動に必要な人員の派遣及び支援物資の緊急輸送 

      ・被災者に対する炊飯及び給水 

     ・その他知事が必要と認める事項 

   （エ）その他参考となるべき事項 

 

   イ 知事による災害派遣の要請 

      知事は、上記アの事項を明らかにした要請書により、陸上自衛隊第３５普通科連隊

長を経由して同第１０師団長に対して要請する。 

      ただし、緊急を要するときは、口頭をもって行い、事後速やかに文書により要請す

る。知事は、支援を要請する事項等を明らかにして派遣を要請する。 

 

   ウ 市町村長への連絡 

      知事は、陸上自衛隊第３５普通科連隊長から派遣決定の通知を受けたときは、応援     

要請のあった市町村長に速やかに連絡する。 

   

 （４）知事、県公安委員会からの要請がない場合の出動 

     知事からの要請がなくても、防衛大臣又はその指定する者は自衛隊法第８３条第２項    

の規定に基づき自衛隊を、消防庁長官は消防組織法第４４条第２項の規定に基づき緊急    

消防援助隊を派遣できる。 

     また、警察法第７３条第２項の規定に基づき、緊急事態が布告され、必要があるとき

は、警察庁長官は警察官を派遣できる。 

        これら要請がない場合の出動に係る受援計画は要請による場合と同様とする。 

    なお、緊急消防援助隊については、消防庁「大規模地震における緊急消防援助隊の迅    

速出動に関する実施要綱」に基づき、最大震度６強以上の場合、あらかじめ指定された部

隊が迅速出動を行う。 
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 ４ 応援部隊の活動拠点の確保 
 

 （１）活動拠点の確保 

   ア 活動拠点の選定 

     市町村本部は、活動区域における応援部隊の宿泊施設や活動車両の駐車スペース、      

周辺の臨時離着陸場の有無等を考慮して活動拠点を選定する。 

その際には、あらかじめ指定した候補地を中心に、施設の被害状況等に応じて柔軟に

検討する。 

   

   イ 活動拠点の開設 

     活動拠点の開設は、原則として応援部隊が行う。 

     市町村本部は、活動拠点の施設管理者に対して、応援部隊が活動拠点を開設するため

の施設の開錠、施設内における立入禁止区域の設定等を依頼するとともに、円滑な開設

に協力するものとする。 

 

 （２）開設準備の報告 

    大規模災害が発生した場合は、市町村本部は所管する活動拠点の活用の可否について

調査を行い、県本部（受援対策チーム）にその結果を報告する。 

 

 （３）開設状況の報告【様式２】 

       大規模災害が発生した場合には、市町村本部は活動拠点の開設について県本部（受援

対策チーム）に報告する。 

     

 （４）応援部隊の活動状況の報告 

    市町村本部は、応援部隊からの報告を受け、応援部隊の活動状況を県本部（受援対策チ

ーム）に報告する。 

 

 

 ５ 応援部隊を活動拠点へ誘導するための情報提供 
 

 （１）活動拠点等へ進出する応援部隊への情報提供 

    県本部（受援対策チーム）は、各応援部隊の調整本部又は国の現地対策本部（本部を設

置していない場合においては、国の情報先遣チーム等）等に対して、活動拠点に関する情

報等を提供する。 

    ・活動拠点、進出拠点の指定内容 

    ・県内の被害概況 

    また、県支部は、各応援部隊の求めに応じて、各応援部隊に対して現地で情報提供を行

う。 

 

 （２）活動拠点等の変更に係る情報提供 

    応援部隊が活動拠点又は進出拠点への到達が困難となった場合には、県本部（受援対策

チーム）は、市町村本部と協議し活動拠点又は進出拠点を変更し、その結果を各応援部隊

の調整本部等に対して速やかに報告する。 
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 （３）活動拠点へ誘導するための情報提供 

    市町村本部は、被害状況などの災害応急対策に関する各種情報を迅速・的確に把握し、    

活動拠点へ進出する応援部隊に対して、情報提供等を行う。 

 

   ア 応援部隊への活動拠点の指示等 

     市町村本部は交通誘導班を編成し、進出してきた応援部隊に対して、活動拠点を指示

するとともに、必要に応じて、活動拠点への誘導を行う。 

     誘導方法は、誘導員を主要国道から活動拠点の進入路への交差点、高速道路出口等に

配置するものとする。 

 

    イ 応援部隊への情報提供 

     市町村の交通誘導班は、応援部隊に次の事項に関する情報提供を行う。 

         ・被害状況 

     ・市町村本部、県本部（受援対策チーム）、県支部への連絡方法、連絡先一覧 

     ・割り当てた活動拠点 

     ・県又は該当市町村からの応援要請事項 

     ・応援要請に関する活動拠点周辺の地図 

     ・活動拠点までのルート図 

     ・その他必要な事項 

 

   ウ 応援部隊用地図等の配布 

     市町村本部は、必要に応じて活動地域に関する地図等を応援部隊に配布する。 

     地図等に盛り込むべき主な内容は、以下のとおりである。 

     ・応援部隊の活動区域、活動拠点、野営可能区域 

     ・災害拠点病院、救護病院等の位置 

     ・臨時離着陸場の位置 

     ・その他応援部隊が求める事項 

 

 

 ６ 応援部隊への支援 
 

    市町村本部は、応援部隊の活動拠点に連絡要員を配置し、適宜情報提供を行い、必要に   

応じて応援部隊への支援を行う。県支部は市町村本部の業務を必要に応じ支援する。 

 

 （１）市町村本部の役割 

市町村本部は、応援部隊と連携し、被災地における活動（救助、救出、捜索等）の役    

割分担、活動地区の分担を調整する。 

 

 （２）県支部の役割 

県支部は、現場における市町村本部の調整業務を支援する。 
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Ⅲ 物資の受援に関する計画 

 

１ 要旨 
 

（１）災害時の物資調達・供給に係る基本方針 

 

災害時の物資の調達・供給は、岐阜県地域防災計画（第二章 災害予防）に規定する備

蓄に関する役割分担、備蓄方針に基づき実施する。 

災害時に必要となる物資は、「岐阜県災害時物資支援方針（岐阜県総合備蓄計画）」を

基本とし、平常時から「自らの命は自ら守る」の精神で、県民一人ひとりが自分自身と家

族の３日分程度の備蓄をし、備えることとする。（大規模災害時には、１週間程度の備蓄

が望ましいとされている。） 

    ただし、大規模災害時において、家屋の浸水、倒壊など避難の長期化により、個人の備

蓄だけでは必要量を満たせない場合は、市町村があらかじめ備蓄を行い、発災後、物資が

不足している県民に対して、物資を供給する。 

さらに、不足する物資がある場合、県は、支援物資を協定締結事業者や国等から調達す

る。 

この際、市町村のニーズに基づかない個人等による物資は、義援物資として取り扱う。 

 

岐阜県の物資供給の考え方
（県民、市町村、県の備蓄の役割分担）

個人備蓄（重要）
大規模地震等自然災害時の物資の確保は、

基本的に個人の備蓄を中心に対応する。
３日分を目安

市町村備蓄（公共備蓄の基本）
個人の物資確保及び災害発生後の救助に必要な資機材の分散備蓄
（自主防災組織単位、小学校区単位（地域防災協働隊）等の支援を行う。

被害想定に基づく
各市町村の

最大避難者数の

１日分は確保

県備蓄（マネジメント）
県は、市町村の備蓄推進を支援し、発災時には災害対応が

困難となった市町村を支援する。
①緊急に必要となる物資、資機材の流通備蓄
②市町村や他都道府県等からの調達・広域調整

流通備蓄等
で対応

個
人

備
蓄
で

不
十
分

な
場
合

市
町
村

備
蓄
で

不
十
分

な
場
合
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（２）物資の調達・供給概要について 

 

  「プル型」の物資支援を基本としつつ、必要な場合は、国からの「プッシュ型」物資支援を

有効に活用 

  

大規模災害時に市町村単独で物資供給が困難又は不十分な場合、県が広域応援のための

マネジメントを担う。 

県は、被災地（市町村）のニーズに応じて物資を供給する「プル型」の物資支援を基本と

するが、発災初期など、被災地のニーズ情報が得られない場合には、国の「プッシュ型」物

資支援を受け入れ、物資の調達・供給を行う。 

この際、県は、努めて早期に「プル型」の物資支援へ移行する。 

 

 

○「プル型」の物資調達・供給 

・県は、市町村から具体的な物資の必要量を把握し、物資を調達・供給する。 

・市町村から要請のあった物資は、関係機関や事業者等と締結する応援協定、県・市町村

（「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定」）又は中部９県１市（「災害時等の応援に関

する協定」）の相互応援協定に基づき、調達する。 

・また、中部９県１市の相互応援協定では十分に実施できない場合は、全国都道府県との相

互応援協定（「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」）に基づき、物資

を調達する。 

  ・県は、全国都道府県との相互応援協定に基づいても物資が不足する場合には、国（各省庁、

現地対策本部が設置されている場合は現地対策本部）から物資を調達する。 

・県は、これらにより「プル型」を基本とした物資調達・供給を実施する。 

 

○「プッシュ型」の物資調達・供給 

  ・大規模災害発災当初は、被災市町村において正確な情報把握に時間を要すること、民間供

給能力が低下すること等から、県及び市町村では、必要な物資量を迅速に把握することは

困難であることも想定される。 

・このため、国は、県からの具体的な要請を待たずに、必要不可欠と見込まれる物資を調達

し、物資を緊急輸送する。 

・この際、県は、努めて最適な物資量の調達を行うため、被害想定調査結果を基に定める必

要物資量の配分計画により、国と物資量を調整する。 

・「プッシュ型」物資支援が実施された場合においても、県は、市町村において、被災地の

ニーズ把握が可能となった段階には、できる限り早期に「プル型」物資支援に切り替える。 

 

 定   義 

プル型物資支援 
支援物資のニーズ情報が十分に得られる被災地へ、ニーズに

応じて物資を供給する通常の物資支援 

プッシュ型物資支援 

支援物資のニーズ情報が十分に得られない被災地へ、ニーズ

予測に基づき、緊急に物資を供給する物資支援（発災初期で

の活用を想定） 
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 （３）市町村への物資輸送について 

・県は、市町村のニーズに応じて調達した物資及び国等から受入れた物資を市町村へ輸送す

る。なお、「プッシュ型」の物資を受け入れた際には、被災者数により、市町村毎の供給

量を調整し、物資を輸送する。 

・県は、市町村の物資受入体制を確認するなど、市町村と調整した上で、物資を輸送するこ

とにより、被災地で物資が滞留することのないよう配慮する。 

  

（４）物資拠点の機能強化について 

・県は、本計画資料編に記載する広域物資輸送拠点に求められる施設基準を満たし、災害時

に円滑かつ継続的な物資集積・輸送を可能とするため、施設の整備に努め、機能の強化を

図るものとする。 

・県及び市町村は、必要に応じて民間物流事業者等の施設の活用を図るなどして、物資拠点

の機能強化を図るものとする。 
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２ 「プル型」支援を基本とした物資調達・供給 

 
 （１）物資の調達手順 

県本部（食料物資チーム）は、市町村本部からの要請に基づく「プル型」の物資支援を基

本とし、以下の手順により、大規模災害発生時における物資調達を実施する。 

   ア 県民は、自ら備蓄した物資等により生活を維持する（下図中①）。 

   イ 市町村本部は、市町村が備蓄している物資を住民に提供する（下図中②）。 

   ウ 市町村本部は、各市町村が協定を締結している県内の民間業者等に対して、物資の供

給を要請する（下図中③）。 

   エ 市町村本部は、上記ア～ウによっても物資が不足する場合は、原則県本部（食料物資

チーム）に対して、調達を要請する。【様式３】 

    オ 県本部（食料物資チーム）は、県が協定を締結している県内の民間業者等から物資を

調達する（下図中④）。 

   カ 県本部（指揮総括チーム、食料物資チーム）は、幹事県を通じて中部９県１市広域災

害時等応援連絡協議会又は全国知事会（「災害時等の応援に関する協定書」及び「全国

都道府県における災害時の広域応援に関する協定」にもとづく応援要請）に対して、応

援を要請する（下図中⑤）。 

   キ 県本部（指揮総括チーム、食料物資チーム）は、国に対して広域応援を要請する 

（下図中⑥）。 

 

・県と市町村間及び市町村相互の応援については「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定」

（平成３０年３月２６日締結）による。 

  ・飲料水に関する県・市町村間の相互応援については、「岐阜県水道災害相互応援協定」（平

成９年４月１日施行）に基づく他の水道業者からの応急給水等を含む応急給水計画によ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模災害時の物資供給の関係スキーム（プル型支援）

岐阜県

医薬品
資機材

米

水 副食・
生活物資

石油類
LPガス

市町村

近隣市町村

国

大
規模
災害

②公共備蓄

自前の公共備蓄・流通備蓄を活用 避難所

③流通備蓄
（協定に基づくもの）

支援

支援

④市町村からの要請に基づき、県の
協定に基づく物資の搬送

木材

支援

支援

⑥国に対して広域応援を要請

④近隣市町村に応援を要請、食糧・物資を搬送

中部９県１市等

地
域
内
輸
送
拠
点

地域内輸送拠点

①県民自らの備蓄
により生活を維持

県
支
部
に
要
請

要請

⑤中部９県１市広域災害時等応援連絡協
議会又は全国知事会に対して応援を要請

県民
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（２）物資調達と輸送の流れ 

   上記ア～ウによっても物資が不足する場合に、市町村が県へ物資調達・供給を要請する際

の具体的な手順は、以下のとおりである。 

 

   ア 地域内輸送拠点の開設 

       市町村本部は、あらかじめ定めた地域内輸送拠点の被災状況を確認し、開設を決定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 地域輸送拠点内の運営 

     市町村本部は、開設した地域内輸送拠点に職員や物資輸送業者などを派遣し、拠点の

運営を行うとともに、開設したことを県本部（食料物資チーム）へ報告する。【様式２】 

     報告を受けた県本部（食料物資チーム）は、地域内輸送拠点の開設状況を県支部へ伝

達する。 

     市町村本部は、地域内輸送拠点の運営が困難な場合は、「岐阜県及び市町村災害時相

互応援協定」に基づき、県へ応援を要請する。 

 

   ウ 調達を必要とする物資の把握 

    （ア）市町村本部  

市町村本部は、市町村内で不足している（または、その見込みのある）物資の量

を把握し、県本部（食料物資チーム）に報告する。【様式３】 

 

（イ）県本部（食料物資チーム）  

       県本部（食料物資チーム）は、市町村本部からの物資の調達要請を受け付け、品

目別の数量を集約する。市町村本部からの要請は、原則１日１回、時間を決めて集

約することとする。 

 

 

※地域内輸送拠点が使用困難な場合等の対応 

地域内輸送拠点が使用困難であり、当該市町村に代替施設が無い場合又は市町村

本部で拠点の運営が困難な場合、県本部（受援対策チーム、食料物資チーム）は、

市町村本部と調整し、以下のとおり、他の拠点の活用を検討し、地域内輸送拠点の

代替施設の開設を決定する。  

  

・広域物資輸送拠点の活用 

県広域防災拠点の中から市町村の代替施設として、広域物資輸送拠点の開設を検

討する。なお、この場合の運営は、原則当該市町村が行い、運営が困難な場合は、

県へ応援を要請する。 
 

・他市町村の地域内輸送拠点の活用 

 県広域防災拠点の活用よりも、他の市町村が開設した地域内輸送拠点を活用する

方が、効率的な物資輸送が可能な場合には、県本部（受援対策チーム、食料物資チ

ーム）は、当該市町村と協議し、地域内輸送拠点の活用を検討する。 

活用することを決定した場合、地域内輸送拠点の運営は、市町村間で協議し決定

するものとする。 
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   エ 物資の調達 

    （ア）供給の要請 

県本部（食料物資チーム）は、県の協定締結事業者、中部９県１市や全国知事会

のブロック幹事県又は応援県市、国に対して、必要とする品目、数量及び輸送先を

示し（原則、市町村が指定する地域内輸送拠点）、物資の供給を要請する。 

中部９県１市等による支援物資など、地域内輸送拠点へ物資を輸送することが困

難な場合や市町村が地域内輸送拠点を開設することが困難な場合は、広域物資輸

送拠点で物資の受入を行うこととする。 

 

       （イ）配分計画の決定 

県本部（食料物資チーム）は、各調達先から供給可能な物資量等を把握し、避難

者数に応じた物資の配分量を定め、地域内輸送拠点ごとの配分計画を決定し、その

結果を市町村本部及び県支部に連絡するとともに、必要な調整を行う。 

 

オ 地域内輸送拠点への輸送 

     県本部（食料物資チーム）は、協定締結事業者との支援物資の調達及び輸送に関する

協定に基づき、市町村が開設した地域内輸送拠点等へ物資を輸送する。 

協定締結事業者による輸送が困難な場合、中部９県１市等による支援物資など、地域

内輸送拠点へ物資を輸送することが困難な場合には、県本部（食料物資チーム）は、（一

社）岐阜県トラック協会（以下「岐阜県トラック協会」という。）に対して、物資の輸

送を要請する。 

岐阜県トラック協会による輸送が困難な場合は、ヘリコプターを併用して物資を輸

送する。臨時離着陸場については、Ⅰ「基本的な事項」６（４）「臨時離着陸場の開設

等」による。 

      

カ 地域内輸送拠点から避難所等への輸送 

     市町村本部は、配分された物資を協定締結事業者など、あらかじめ定めた輸送手段に

より、地域内輸送拠点から当該市町村の避難所等に輸送し、被災者へ配布する。 

     なお、被害状況により地域内輸送拠点から避難所等への輸送が困難な場合には、市町

村本部は、県本部（食料物資チーム）に対し、輸送を要請することができる。 

県本部（食料物資チーム）は、岐阜県トラック協会や物資輸送業者、自衛隊等に支援

を要請する。 
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３ 「プッシュ型」支援における物資調達・供給  
 

大規模災害発災当初は、被災市町村において正確な情報把握に時間を要すること、民間供給

能力が低下すること等から、県及び市町村では、必要な物資量を迅速に把握することは困難で

あることも想定される。 

この場合、国は、被災地からの要請を待たず迅速に支援物資を被災地に届けるプッシュ型の

物資支援を決定し、実施する。 

国のプッシュ型支援が決定された場合、県は、支援物資を円滑に受入れる体制づくりを早期

に確立し、速やかに被災地に輸送する必要がある。 

県は、 国の応急対策活動計画を基本にして、発災後の経過時間に応じた応急活動の目安を

設け、これに沿って、関係機関と連携をとりながら、迅速かつ効率的に活動を行うものとする。 

経過時間は、あくまでも活動を進めるにあたっての目安であり、実際には、支援物資が発災

直後に県へ輸送される場合もあることから、発災時間や被害状況に応じて実施することとな

る。 
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 （１）プッシュ型支援の概要 

  災害による被災市町村の行政機能の低下など被害状況によっては、国、県、市町村及び防災

関係機関が一体となって避難所までの物資輸送の最適化を図るよう努める。 

 

  ア 国（緊急災害対策本部・現地対策本部）の役割と活動手順 

   （ア）役割 

・プッシュ型の物資調達及びプル型の物資調達に係る総合調整 

・物資関係省庁又は県からの要請に基づき、国土交通省を通じた民間物流事業者に対

する支援物資の輸送依頼 

 

   （イ）活動手順 

    ①大規模災害発生後、緊急災害対策本部は、速やかにプッシュ型の物資支援を決定し、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び消防庁に対して、供給可能物資量を確認す

る。 

②緊急災害対策本部（または現地対策本部）は、広域物資輸送拠点の開設状況（被災や

施設の使用状況により使用が困難な場合には代替拠点の開設状況）、受入体制を確認

し、プッシュ型支援の実施を県本部（食料物資チーム）に伝達する。 

③緊急災害対策本部（または現地対策本部）は、被害状況に応じ、県本部（食料物資チ

ーム）と調整の上、物資の必要量を算出する。県本部は、物資量の調整にあたり、あ

らかじめ県の被害想定等により定めた「物資の被害想定毎の配分計画」（資料編４）

を活用する。 

④緊急災害対策本部（または現地対策本部）は、調達した物資の各広域物資輸送拠点へ

の配分量と到着予定日時等について県本部（食料物資チーム）に情報共有する。 

⑤国は、物資の支援要請や調達・輸送調整について、防災関係機関における情報共有を

図るため「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用するものとする。ただし、被

災により本システムが使用できない場合は、ＦＡＸ等の代替手段により対応する。 

 

  イ 県（県本部・県支部）の役割と活動手順 

   （ア）役割 

  ・国との物資調達及び輸送に係る調整（食料物資チーム） 

    ・広域物資輸送拠点の運営（拠点運営班(県支部)） 

    ・地域内輸送拠点への支援物資輸送（食料物資チーム） 

    ・プル型支援への切替え検討（食料物資チーム） 

・被災地のニーズ情報の収集（食料物資チーム） 

 

   （イ）活動手順 

  ①県本部（食料物資チーム）は、広域物資輸送拠点の被害状況を施設管理部局より情報   

収集・集約する。 

②県本部（食料物資チーム）は、集約した拠点及び拠点周辺の被害状況を基に、開設す

る広域物資輸送拠点を決定するとともに、拠点施設の管理者に対して開設の要請を

行う。また、開設する拠点を運営する県支部を指定するとともに、必要に応じ、他の

支部や本庁の「緊急支援隊」から職員を派遣するなど、拠点の運営を支援する。 

③県本部（食料物資チーム）は、広域物資輸送拠点の開設決定を、緊急災害対策本部（ま

たは現地対策本部）に報告する。加えて、市町村本部に対しても、広域物資輸送拠点
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開設を連絡する。 

④拠点運営班(県支部)は、広域物資輸送拠点を運営する。 

⑤県本部（食料物資チーム）は、物資の支援要請や調達・輸送調整について、防災関係

機関における情報共有を図るため「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用する

ものとする。ただし、被災により本システムが使用できない場合は、ＦＡＸ等の代替

手段により対応する。 

⑥県本部（食料物資チーム）は、拠点運営班 (県支部)と連携し広域物資輸送拠点にて

集積した支援物資の在庫管理を行い、地域内輸送拠点へ輸送する。 

⑦県本部（食料物資チーム）は、市町村本部に対して、避難所からの支援物資のニーズ

集約が可能であるか、地域内輸送拠点が利用可能であるか確認し、順次、プル型支援

に移行する。 

    ⑧プッシュ型支援を実施する中でも、ニーズ把握が可能な市町村がある場合は、プル型

支援時と同様に、以下の物資調達先へ物資の調達を要請する。 

     ・協定締結事業者に対する物資調達（食料物資チーム） 

 ・中部９県１市等に対する応援要請（指揮総括チーム、食料物資チーム） 

・国に対する応援要請（指揮総括チーム、食料物資チーム） 

    

ウ 市町村（市町村本部）の活動 

   （ア）役割 

  ・県との物資調達及び輸送に係る調整 

    ・地域内輸送拠点の運営 

    ・避難所への支援物資輸送 

    ・被災者、ニーズ情報の把握 

 

   （イ）活動手順 

  ①市町村本部は、地域内輸送拠点及びその周辺の被害状況を収集し、県本部（食料物資

チーム）に対して報告する。 

②市町村本部は、地域内輸送拠点が利用可能である場合、施設管理者の協力の下、拠点

を開設し、県本部（食料物資チーム）に対して報告する。報告の際、地域内の避難所

からの支援物資に対するニーズ収集・集約の可否についても報告する。 

③市町村本部は、県から地域内輸送拠点へ輸送された支援物資を避難所等へ輸送する。
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（２）受援体制の構築（発災直後） 

ア 職員の参集・必要資機材の準備 

  県本部（食料物資チーム）及び拠点運営班 (県支部)の職員は、プッシュ型支援物資を迅

速かつ効率的に被災地へ輸送するため、県本部又は県支部に参集し、被災状況を把握し、関

係機関との連絡調整や必要資機材の準備等を開始する。職員の参集ルールは、「岐阜県災害

対策マニュアル」による。 

  協定に基づく、物流関係団体についても、県からの派遣要請に備え事務所等へ参集するな

ど体制を構築する。 

 

イ 広域物資輸送拠点及び周辺の被害確認 

  県本部（受援対策チーム、食料物資チーム）は、施設管理部局の報告を受け、発災直後よ

り広域物資輸送拠点及び周辺の被害状況について情報を集約する。 

 

（３）物資拠点の開設（発災から２４時間以内） 

ア 広域物資輸送拠点開設の基本方針 

①県本部（食料物資チーム）は、震度５強以下の市町村に所在する施設から開設する広

域物資輸送拠点を選定することを基本とするが、震度６弱であっても、施設の被害状

況等を勘案して開設の可否を決定する。 

震度６強以上の市町村に所在する施設は、原則として使用しない。 

開設する広域物資輸送拠点は、必要に応じて複数指定するが、必要最小数とする。 

その他、指定避難所又は指定緊急避難場所に指定されている施設が避難所等として使

用されている場合は、原則として広域物資輸送拠点として開設しない。 

②県本部（食料物資チーム）は、県内全域が被災し、県内の広域物資輸送拠点が使用不可

能となる場合等は、中部運輸局の協力を得て、民間物資拠点等を広域物資輸送拠点とし

て開設する。開設にあたっては、県職員を派遣する等、県としても万全の支援策を講じ

る。 

 

   岐阜県トラック協会及び東海倉庫協会は、民間物流事業者のトラックターミナルや営

業倉庫等の被害状況を確認し、支援物資の受け入れ可能施設をあらかじめ把握する。 

 

イ 広域物資輸送拠点開設の検討・決定 

①広域物資輸送拠点開設の検討・決定にあたっては、拠点及び周辺の被害状況の他、以下

の点にも考慮する。 

・広域物資輸送拠点に対して拠点運営班 (県支部)を担う職員や要員を派遣できるか 

・電気や通信、上下水道等の社会インフラは被災を免れているか 

・県内外において、拠点に繋がる道路や橋に被害は無いか 

・拠点周辺に大規模な火災や建物倒壊などが無いか 

②県本部（食料物資チーム）は、広域物資輸送拠点の開設にあたって、施設管理部局に協

力を要請するとともに、拠点運営班 (県支部)に対し、拠点運営のための準備を要請す

る。 

③県本部（食料物資チーム）は、開設を決定した広域物資輸送拠点について、緊急災害対

策本部（または現地対策本部）に対して報告する。加えて、市町村本部に対しても、広

域物資輸送拠点開設を連絡する。 
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 ウ 地域内輸送拠点の開設 

   市町村本部は、あらかじめ指定した地域内輸送拠点から、被害状況等を勘案し、開設する

地域内輸送拠点を選定し、県本部（食料物資チーム）へ報告する。【様式２】 

   報告を受けた県本部（食料物資チーム）は、地域内輸送拠点の開設状況を県支部へ伝達す

る。 

   県本部（食料物資チーム）は、被災地の交通情報を把握した上で、地域内輸送拠点への輸

送ルートを検討する。 

なお、地域内輸送拠点が使用困難な場合は、プル型支援における手順と同様に、広域物資

輸送拠点等の活用を検討する。 

 

（４）物資の受入（発災から４８時間以内） 

ア 輸送トラック進入ルートの確保 

①県本部（食料物資チーム）は、広域物資輸送拠点への輸送トラックの進入に備え、緊急

災害対策本部（または現地対策本部）に対して、次の事項を確認する。 

・手配された輸送トラックの車両番号や大きさ 

・輸送する支援物資の品目と量 

・到着予定日時 等 

②拠点運営班 (県支部)は、拠点の被害状況を把握し、輸送トラックの進入ルートを確保

する。必要に応じて、施設管理職員の協力の下、拠点に駐車している車両の移動を要請

する。 

③県本部（食料物資チーム）は、確保した拠点内への進入ルートについて、緊急災害対策

本部（または現地対策本部）にメールやＦＡＸ等を活用して共有する。 

④拠点運営班 (県支部)は、誘導担当者を配置し、敷地内における輸送トラックを誘導す

る。 

 

イ 物資の受入 

  拠点運営班 (県支部)は、国から輸送された支援物資の受け入れを行う。受入れにあたっ

ては、検品・仕分けを行い、広域物資輸送拠点内の物資集積場所に、効率的な在庫管理や荷

さばきが出来るよう配置に考慮し、品目ごとに保管する。 

 

市町村本部は、開設した地域内輸送拠点における物資の保管場所、配置等に考慮し、物資

の受入に備える。 

 

（５）物資の輸送（発災から７２時間以内） 

ア 物資輸送手段の確保 

県本部（食料物資チーム）は、岐阜県トラック協会との協定に基づき、広域物資輸送拠点

から地域内輸送拠点までの緊急物資輸送に利用するトラックを確保する。 

トラックの手配にあたり、県本部（食料物資チーム）は、地域内輸送拠点周辺の被害状況、

拠点に進入できる車両の大きさ、物資の品名及び数量などトラック確保に必要な情報も合

わせて伝える。 

岐阜県トラック協会による輸送が困難な場合は、ヘリコプターを併用して物資を輸送す

る。臨時離着陸場については、Ⅰ「基本的な事項」６（４）「臨時離着陸場の開設等」によ

る。 
 

岐阜県トラック協会は、発災直後から会員事業者の被害状況を把握するなど、情報収集を
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行い、人員及び輸送車両等を確保する。その後、県本部（食料物資チーム）からの要請によ

り、県へ人員及び輸送車両等を派遣する。 

 

イ 配分計画の決定 

  国が行うプッシュ型支援は、遅くとも発災後３日目までには、県の広域物資輸送拠点に対

して輸送を行うとされていることから、県本部（食料物資チーム）は、その支援物資が届く

までの間に、あらかじめ県の被害想定等により定めた「物資の被害想定毎の配分計画」（資

料編４）及び市町村の備蓄状況も踏まえ、被災状況に応じた配分量を定め、地域内輸送拠点

ごとの配分計画を決定する。 

県本部（食料物資チーム）は、その結果を拠点運営班 (県支部)及び市町村本部に連絡す

るとともに、必要な調整を行う。 

 

ウ 地域内輸送拠点への輸送 

県本部（食料物資チーム）は、確保した輸送手段により、市町村の地域内輸送拠点等へ支

援物資を輸送する。 
 

エ 地域内輸送拠点から避難所等への輸送 

市町村本部は、配分された物資を協定締結事業者など、あらかじめ定めた輸送手段によ

り、地域内輸送拠点から当該市町村の避難所等に輸送し、被災者へ配布する。 

なお、被害状況により地域内輸送拠点から避難所等への輸送が困難な場合には、市町村    

本部は、県本部（食料物資チーム）に対し、輸送を要請することができる。 

県本部（食料物資チーム）は、岐阜県トラック協会や物資輸送業者、自衛隊等に支援を要

請する。 

 

 

４ 緊急物資輸送に関わる関係機関の役割 
 

（１）中部運輸局 

   ・中部運輸局管内における全県の物資拠点候補施設（民間施設）の被災状況を把握する。 

   ・県内の広域物資輸送拠点（公的施設）が不足又は使用できないことが確認された場合、

県本部（食料物資チーム）に対する県内の物資輸送拠点候補施設（民間施設）の情報提

供を行う。 

・広域物資輸送拠点の開設・運営作業の進捗状況に応じて、東海倉庫協会、岐阜県トラッ

ク協会や物流専門家との調整その他支援物資輸送の運行調整等を行う。 

 

 （２）協定締結事業者 

   災害時の応援・協力に係る協定の締結事業者は、県から協定に基づき要請があった場合 

は、以下の活動を行う。 なお、 発災直後は、 事業者も被災し直ちに活動ができない場合があ

ることから、 県は、事業者の被災状況を把握する。 

事業者への具体的な支援要請内容は、各協定による。 

 

  ア 岐阜県トラック協会（県所管課：商工労働部商業・金融課） 

    「災害応急対策等に必要な輸送車両の確保等に関する協定」に基づき、下記事項を行う

ものとする。 
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・支援物資及び資機材の輸送 

・県災害対策本部等に物流に関する専門知識を有する者の派遣 

・緊急物資輸送センターの被災状況の確認・使用に係る調整 

また、広域物資輸送拠点候補施設（民間施設）の被災状況を把握し、県の代替施設と

しての利用可能性を確認する。 

 

  イ 東海倉庫協会（県所管課：危機管理部防災課） 

    「災害発生時等の物資の保管等に関する協定」に基づき、下記事項を行うものとする。 

    ・支援物資の保管 

・県災害対策本部等に物流に関する専門知識を有する者の派遣 

    ・災害物流に必要な資機材等の供出 

 

また、広域物資輸送拠点候補施設（民間施設）の被災状況を把握し、県の代替施設と

しての利用可能性を確認する。 

 

ウ 岐阜県石油商業組合（県所管課：商工労働部新産業・エネルギー振興課） 

「災害時における石油類燃料の供給に関する協定」に基づき、下記事項を行うものとす

る。 

    ・緊急通行車両（物資輸送トラック含む）や広域物資輸送拠点等への優先的な石油類燃

料の供給及び運搬 

 

エ 石油連盟（県所管課：商工労働部新産業・エネルギー振興課） 

    「災害時の重要施設に係る情報共有に関する覚書」に基づき、下記事項を行うものとす

る。 

    ・災害拠点病院や広域物資輸送拠点等への優先的な石油類燃料の供給及び運搬 

 

オ 岐阜県 LPガス協会（県所管課：商工労働部新産業・エネルギー振興課） 

   「災害時におけるＬＰガスの供給に関する協定」に基づき、下記事項を行うものとする。 

    ・災害拠点病院や広域物資輸送拠点等への優先的な LPガスの供給及び運搬 

 

カ 物資供給事業者（県所管課：商工労働部関係課、環境生活部関係課、農政部関係課他） 

    災害時における生活必需物資の調達に関する協定等に基づき、下記事項を行うものと

する。 

・支援物資の調達及び輸送（原則、市町村が指定する地域内輸送拠点へ輸送） 

    ・輸送手段が無い場合には、県本部（食料物資チーム）へ輸送車両の確保を要請 

 

（３）広域物資輸送拠点施設管理者 

・平常時は、県が管理する災害用資機材を保管する。 

・災害発生時には、施設の被害状況を確認し、県へ報告する。 

   ・広域物資輸送拠点の開設を県が決定した場合には、拠点の運営に協力するものとする。 
 

（４）国土交通省中部地方整備局木曽川上流河川事務所 

・陸路による物資輸送が困難等の理由により船舶等にて物資輸送を行う場合に、長良川防

災船着場（羽島市大藪桑原町小藪地先（南濃大橋下流左岸））及び長良川緊急用河川敷

道路（羽島市桑原町から岐阜市元浜町（長良川左岸））の管理、運営を行う。 
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○南海トラフ地震発生時の国による物資調達の対象品目（プッシュ型支援） 

・南海トラフ地震発生時に国が県にプッシュ型支援により供給する品目は、食料、育児

用調整粉乳、乳児・小児用オムツ、大人用オムツ、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレ

ットペーパー及び生理用品の７品目である。 

・国は、発災後４日目から７日目分の物資を遅くとも発災後３日目までに、県の広域物

資輸送拠点に対して、必要量の全部又は一部の輸送を行う。 

・具体的な供給計画は、以下のとおりである。 

 

品目 供給計画 

食料 ５５４．４千食 

育児用調整粉乳 １７３Ｋｇ 

乳児・小児用オムツ ３０，６２６枚 

大人用オムツ ６，１６０枚 

携帯トイレ・簡易トイレ １０４，６６０回 

トイレットペーパー ２７，７２０巻 

生理用品 ３８，０９９枚 

         ※国の「南海トラフ具体計画」より 
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５ 義援物資の取扱 
 

 義援物資の受入にあたっては、以下のとおりとする。 

 

  ・大規模災害発生直後は、被災地が混乱していることが想定され、広域物資輸送拠点におけ

る物資の仕分け、在庫管理等の体制が整うまでの間、被災地方公共団体に対する義援物資

（個人、団体等からの無償の支援物資）を送ることを控えるよう、県本部（指揮総括チー

ム、食料物資チーム、災害情報集約チーム）は、国の現地対策本部や報道機関等の関係機

関と連携して広報を行う。 

・市町村本部が、義援物資の受け入れを希望する場合は、品目、量、時期等を明確にした上

で、支援側が輸送手段を確保するなど市町村へ直接供給が可能な場合（自己完結型）のみ

義援物資の受け入れを行う。 

・なお、市町村の需要がない物資や個人等から送られる小口や品目が混載した義援物資につ

いては、体制が整った後も、原則としてこれを受入れないこととする。それでも送られた

義援物資については、拠点で物資が滞留することのないよう、県広域防災拠点や民間物流

事業者等の協力を得たうえで、別途保管場所を確保し、他の支援物資の物流が滞らないよ

う努める。 
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各種様式集 

 

○応援部隊の活動拠点として活用する場合のチェックリスト 

○地域内輸送拠点として活用する場合のチェックリスト 

○様式１ 活動拠点・地域内輸送拠点開設チェックリスト 

○様式２ 活動拠点・地域内輸送拠点開設報告書 

○様式３ 市町村物資調達要請書（※相互応援協定の様式と整合） 

○様式４ 事務引継書 
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○ 応援部隊の活動拠点として活用する場合のチェックリスト <市町村施設管理者用> 

 

 （初動体制：施設を活用する決定後の施設管理者の業務）  

 □ （時間外）カギを開ける。 

 □ 施設の被害状況を把握する。 

 □ 施設の被害状況を市町村本部へ報告する。 

 □ あらかじめ拠点として活用する施設のカギを開ける。 

 □ 拠点活用のための担当者を決める（あらかじめ決めていた担当者がいない場合はその

場にいる者の中から決定する）。 

 □ 担当者及び施設の被害状況を市町村本部に報告する(活用が可能かどうか報告する)。 

 □ 活動拠点に必要となるモノを揃える。 

     (1)専用通信（一般電話が活用できる場合はその電話の確保） 

     (2)筆記用具   

   (3)マジック 

   (4)紙（部屋の表示など） 

 □ 施設の連絡手段となる通信を決める（活用できる通信）。 

 □ 施設の連絡窓口の通信番号を市町村本部等関係機関へ連絡する。 

 □ 連絡窓口の通信がある部屋、担当者が常駐する部屋などに表示を行う 

  （「○○活動拠点」など）。 

 □ 施設固有の業務が休止となっていても、窓口となる担当者は常駐する 

  （１日３交代が望ましい）。 

 

（応援部隊の受け入れ） 

 □ 受け入れる部隊の情報を市町村本部にあらかじめ確認する。 

 □ 部隊の車両数、人員数を確認する。 

 □ 活動拠点として活用できる場所、施設を説明、案内する。 

 □ 施設内に必要に応じて表示を行う（紙に書いて貼るなど）。 

 □ 応援部隊進入路を確認する。 

 □ 応援部隊進入路がわかりにくい場合（又は、限定されている場合）は立入禁止コーン 

を設置するなど、誘導措置を行う（施設管理者と共同のうえ）。 

 □ 担当する部隊の車両の種類、台数を把握する。 

 □ 駐車場の配分をチェックする。必要に応じて駐車場の配分を計画する。 

 □ 人員が足りない場合は市町村本部と調整する。 

 

 （注意事項） 

 ※物資はヘリコプターにより空輸される場合がある。施設によって離着陸が可能なスペー

スを持つところと持たないところがあるので、関係施設の確認、着陸の際の支援 

（周辺への周知など）に適宜柔軟に対応する。 

 ※応援部隊（警察・消防・自衛隊）の食糧等は各部隊で持参するが、職員の食事等は各施

設管理者と共同して調達すること。 

 ※活動拠点で行う作業は、応援部隊との連絡調整が基本であるため、作業に大量の人員を

要するものではないと考えられるが、人員が不足する場合はまず市町村本部、次いで県

へ依頼すること。 
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○ 地域内輸送拠点として活用する場合のチェックリスト <市町村施設管理者用> 

 

 （初動体制：施設を活用する決定後の施設管理者の業務）  

 □ （時間外）カギを開ける。 

 □ 施設の被害状況を把握する。 

 □ 施設の被害状況を市町村本部へ報告する。 

 □ あらかじめ拠点として活用する施設のカギを開ける。 

 □ 拠点活用のための担当者を決める。 

（あらかじめ決めていた担当者がいない場合はその場にいる者の中から決定する） 

 □ 担当者及び施設の被害状況を市町村本部に報告する。 

（活用が可能かどうか報告する） 

 □ 活動に必要となるモノを揃える。 

     (1)専用通信（一般電話が活用できる場合はその電話の確保） 

     (2)筆記用具     

   (3)マジック 

     (4)紙（部屋の表示、ダンボールの表示など） 

     (5)物資引き受け名簿（物資の内容・量・支援元 等） 

 □ 施設の連絡手段となる通信を決める（活用できる通信）。 

 □ 施設の連絡窓口の通信番号を市町村本部等関係機関へ連絡する。 

 □ 連絡窓口の通信がある部屋、担当者が常駐する部屋などに表示を行う（「物資集

積  拠点事務所」など）。 

 □ 施設固有の業務が休止となっていても、窓口となる担当者は常駐する（１日３交

   代が望ましい）。 

 

（物資の受け入れ） 

 □ 受け入れる物資の種類、量、受け入れ時間等の情報を市町村本部にあらかじめ確

認する。 

 □ 物資搬入路を確認する。 

 □ 物資搬入路がわかりにくい場合（又は、限定されている場合）は立入禁止コーン 

   を設置するなど、誘導措置を行う（施設管理者と共同のうえ）。 

 □ 物資輸送者の確認をする。 

  （配送先が違う場合は本来の配送先を案内する。事前の情報がなく搬入された物資

は市町村本部等へ確認し、判断を待つ。）。 

 □ 物資の中身及び量を確認する。 

 □ 物資の一時保管場所（体育館など）に、物資の種類毎に配置する。 

     (1)保存の可能な食料（カップラーメンなど） 

     (2)保存の可能な副食（カップおしるこ、お菓子など） 

     (3)生活用品（毛布、カイロなど） 

     (4)特別な物資（お年寄り用のやわらかい食べ物、生理用品、粉ミルクなど） 

     (5)衣類 

     (6)その他 

 □ ダンボールに表示がない場合はマジックで記載するか、紙に書いて貼る。 
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（注意事項） 

 ※物資はヘリコプターにより空輸される場合がある。施設によって離着陸が可能なス

ペースを持つところと持たないところがあるので、関係施設の確認、着陸の際の支

援 

（周辺への周知など）に適宜柔軟に対応する。 

 ※集積拠点に周辺住民が直接支援物資などを受け取りに来る場合が想定されるが、基

  本的に配分は市町村の災害対策本部の指示に従う（通常は避難所、支所等を拠点

に  物資等を配分する）。 

 ※担当者職員の食事等は各施設管理者で共同して調達することとし、物資を活用しな

  いこと。 

 ※物資の量によっては当初想定した人員では対応が困難となることも十分考えられ

る。その際は市町村本部に応援を依頼する（市町村で人員が足りなければ県へ依

頼すること。そのほか市町村のボランティアセンターと連携し、活動中のボラン

ティアに依頼し、人員を補充することを検討する）。 
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様式１ 

 

活動拠点・地域内輸送拠点開設チェックリスト 

（市町村担当者用） 
項目 確認内容 チェック 

１ 施設に到着 ・建物内に人がいる場合は、安全なスペースへ移

動させる 

□ 

２ 施設全体の確認 

 

※２次被害を防ぐため、この
項目内で問題点があれば、施
設状況の確認を止め、別の施
設への指定を行います。 

・周辺施設が施設に倒れ込む危険性はないか □ 

・建物は傾いていないか □ 

・建物にひび割れはないか □ 

・壁の剥落はないか □ 

・屋根の落下や破損はないか □ 

３ 施設内の確認 ・天井の落下や亀裂はないか □ 

・床に亀裂や散乱物はないか □ 

・照明が落下や破損していないか □ 

・窓ガラスに割れやひびがないか □ 

・火事は発生していないか □ 

・廊下は安全に通行できるか □ 

・階段は安全に上り下りできるか □ 

・非常階段は使用できるか □ 

・トイレは使用可能か □ 

４ ライフラインの確認 ・電気は使えるか □ 

・水道は使えるか □ 

・ガスは使えるか □ 

５ 通信機器の確認 ・防災無線は使用できるか □ 

・電話、ＦＡＸは使用可能か □ 

６ 活動・物資の受入れ 

スペースの確保 

・本部室（スペース）は確保したか □ 

７ 災害対策本部への報告 ・開設を市町村本部へ連絡したか □ 

・応援人員必要性の有無について □ 

・物資の必要性の有無について □ 

・現時点での活動者数について □ 

その他気付いた点 
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様式２ 

活動拠点・地域内輸送拠点開設報告書 
 

１ 発信  or  受信 

２ 報告日時 年   月   日   時   分 

３ 報告手段 電話・ＦＡＸ・メール・伝令・その他（      ）  

４ 送信者  

５ 受信者  

６ 施設名  

７ 施設の活用種別  活動拠点 ・ 地域内輸送拠点  

８ 

施 

設 

状 

況 

建物の状況  安全 ・ 要注意 ・ 危険 ・ 未実施 

ライフライン  停電 ・ 電話故障 ・ 断水 ・ ガス停止 

土砂崩れ あり ・ 兆候あり ・ なし 

道路状況 通行可・片側通行可・渋滞・通行不可  

９ 通信状況  手段（                 ） 

10 特記事項（活動する応援部隊の規模、市町村の担当職員数など）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この報告書は、施設開設直後に記入し、報告します。  

※発信者側からの送付が困難な場合は、受信者側で聞き取った内容を記載します。  
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様式３ 

市町村物資調達要請書 

 

【要請元】 ※岐阜県記入欄

課名・役職名

氏名

連絡先

単位 現場責任者 連絡先 地域 応援市町村 品目 数量・単位 集荷場所 搬送時期

輸送手段手配状況 □手配済み（                                               ） □手配なし（応援自治体側で確保） □その他(                                                  )

搬送ルート、携帯電話の通信状況、応援物資の規格など

  １　可能な限り場所のわかる地図等を添付すること。

　２　搬入場所については、市町村の物資拠点を記載すること。

　４　可能な限り内容を明記すること。

　５　随時更新し、提出すること（充足した品目は、見え消し、不足している品目のみ記載すること。）

　６　この様式は、必要に応じて適宜修正できるものとする。

　７　品目としては以下のものとする。

要請日時 食料・物資チームへ転送

応援要請（計画）内訳書（被災市町村　→　岐阜県災害対策本部）(物資)

市町村名 月    日 発信者処理経過 受信者

指揮総括

要請内容

□新規 物資要請の受理
食料・物資

県事務所等
□取下げ（　　　月　　　日要請分） 市町村へ調整依頼

派遣要請責任者職氏名

□変更（　　　月　　　　日要請分）

 　主食、副食、水、飲料水用ポリタンク、毛布、テント、炊飯設備、石油ストーブ、仮設トイレ、簡易トイレ、トイレットペーパー、粉乳・ミルク、ほ乳瓶、生理用品、紙おむつ（大人用・子ども用）、マスク、消毒液、発動発機（可搬式）、ライト（投光器）、スコップ、バール、ノコギリ、チェン
ソー、ジャッキ、担架、救急医療セット、救護用大型テント、ボート、ロープ、土のう袋、デッキブラシ、防水シート、リヤカー、その他必要なもの（品目等を記載すること）

応援計画

数量・単位 責任者名・連絡先

特記事項

用途 調整欄 応援機関記入欄

指揮総括チームへ応援計画の送付

食料・物資

県事務所に調整依頼

県事務所等へ応援計画の送付

食料・物資チームへ報告

搬送場所
№ 品目 数量 必要時期

施設名・所在地

◎ＦＡＸ番号

Ｎ Ｔ Ｔ ０５８－２７１－４１１９

地上系 ４００－７２６・７２７・７２８

衛星系 ３－４００－７２６・７２７・７２８

物資要請手順２・３・４・７
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様式４ 

事務引継書 
 

施設名：               

日時：  年  月  日  時  分 

 

担当者名 

前任者 後任者 

 

 

 

業務内容 

 

 

 

 

業務における 

注意点 

 

 

 

 

応援部隊、 

物資集積の様子 

 

 

 

 

応援部隊、物資

輸送者からの要

望・苦情 

 

 

 

 

市町村の 

対応状況 

 

 

 

 

その他 

情報共有事項 

 

 

 

 

その他 
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岐阜県災害時広域受援計画 
 

 

 

 

 

平成 18年 ３月作成  防災局 

平成 23年 ３月作成  防災課 
平成 23年 11月作成   防災課 
平成 24年 ６月作成  防災課 
平成 26年 ８月作成  防災課 
平成 27年 ２月作成  防災課 
平成 30年 ３月作成  防災課 

平成 30年 ７月作成  防災課 
令和元年 ８月作成  防災課  

令和２年 ３月作成  防災課  
令和３年 ３月作成  防災課 

令和４年 ３月作成  防災課 

令和５年 ３月作成  防災課 

令和６年 ３月作成  防災課 

 

 

 

 

 

 

 

 


